

























の浅き國の楽 しみな り。我が越後のごとく年毎に幾丈の雪を視ぽ何の楽 しき事かあらん。雪の為
に力を尽 くし財を費や し千辛万苦す る事,下 に説 く所を視ておもひはかるべ し」註1)と 述べてい
る。このような心情あるいは雪に対する非積雪地域と積雪地域との認識の差違は,現 在において
も大きくは違ってない ように思われる。
積雪による雪害は一種の天災である。 しか しながら,他 の自然災害と異なっているのは,積 雪
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は程度に差はあれども,毎 年,そ の地域に必ず発生 し,翌 春になれぽ消滅 してしまうことで,不
確実性が殆 ど皆無である。他の自然災害では,不 確実性があるということが大きな特徴である。




を外部経済として捉えることが多い。 しか しながら,こ のような把握の仕方は,必 ず しも積雪に
よる社会経済的な波及効果を十分に検討 しているわけではなく,ま た,経 済理論に依拠 して経済
効果が算出されているわけでもない。特に,前 者については,雪 害 と積雪を区別 して考える必要
がある。
本論では,積 雪の経済波及効果を外部(不)経 済効果 と捉え,積 雪地域の生産 ・所得に及ぼす
効果を波及経路を明らかに した上で,マ ネータームで計測することを試みる。以下,2で は,計
測の考え方 と対象の限定について述べ,3で は,計 測モデルの構築を試みる。4で,波 及 フロー
に沿った計測式を推定 し,5に おいて,推 定 した計測式のシミュレーションを行 うことによって
外部経済効果の算出を行 う。
2.計 測 の 考f方
積雪が地域の社会経済に与える影響は,雪 によって社会インフラが非積雪期ほどには機能 しな
くなることが起因となる。特に,交 通インフラに障害が生 じ,輸 送機能が低下することによって
外部不経済性が相乗的に波及 してゆくことが最 も影響の大きなものであろう。昨今では積雪への




除排雪が十分に行われない状況下では,生 産,消 費などの経済活動は,当 然,支 障を生 じるで
あろう。除排雪が行われない場合の経済活動の低下は,地 域の総生産 ・所得を減少 させることに
なる。つまり,積 雪の外部(不)経 済効果 とは除排雪なか りせぽ起こったであろう経済活動の低
下水準であると考えることができる。具体的には,除 雪が十分に行われない場合の地域給生産額
を推定 し,現 実の地域総生産額 との差を算定,減 少推定額が積雪の外部効果となる。それはまた
除排雪による経済効果を評価することに他ならない。
本論では,出 発点 となる除排雪の指標 として除排雪費を採用する。除排雪活動が公共事業と同




交通機関についてもデータの関係上除外をする。 このように,デ ータ上の制約より,積 雪の外部
効果 と考えられる社会経済効果のうち,生 産,所 得面のみを対象とし,し かも道路交通に関わる
経済波及を計測することに分析範囲を限定をする。また,分 析対象地域は北海道であ り,分 析対
象年次は平成6年 である。
さて,計 測は次のように行 う。想定 しうる除排雪費削減から道内総生産に至る波及過程を明確
にして,そ の波及過程を順次計測することによって,最:終 的に生 じる道内総生産の減少額を外部'
(不)経 済効果とする。つま り,除 排雪費を外生変数 として与え,交 通量を媒介として道内総生
産に帰着する影響過程を方程式体系で捉え逐次計測を行 うことによって,道 内総生産の減少額を
推定することである。
3.計 測 モ デ ル
除排雪費の削減が交通量を媒体として道内総生産に波及する過程を図1の フロー図に示 した。
除排雪費の削減を道路の所管により,国 道を管理する北海道開発庁,道 道,市 町村道を管理す








一方で,除 排雪の活動は,冬 期間における公共事業 としての側面を持つ。波及効果は通常の土
木事業を主 とした非積雪期の公共事業ほ どではないにしろ乗数効果を持つ。ここでは,予 算額の
執行 として取 り扱 うために,通 常のケインズの乗数効果理論に依拠 して算定を行 う。
以上のモデルの前提 としては,北 海道を一国として扱 うために,移 出入による効果の漏れにつ














4.計 測 式 の 推 定
以下,フ ロー図に沿 って順に説明をする。特に断 らない限 り,推 定式の推定方法は最小 自乗法
であ り,括 弧内はt値 を,R2は 自由度修正済み決定係数を,D.Wは ダービソ ・ワトソソ比 を表
す。用いたデータは表1に まとめて示 した。
a)除 排雪費の配分
除排雪費(ES)は 北海道開発庁が管理をする国道分(KES)と 北海道庁,市 町村の地方自治
体が管理をする道道,市 町村道分(HES)に 分け,除 排費の削減額を国道分と道道 ・市町村道













可能 である。 ちなみ に,国 道幹線の除排雪は完備 され ているので,近 年の除雪率の向上は,準 幹
線,末 端道路 の除排雪 に よるものである。 よって,国 道 の除排雪費 シ ェアは低下傾向にあ る。
b)除 排雪費 と除雪 延長キ ロの関係
除雪 の程度 は除雪延長 キ ロで表 され るために,除 雪費が減少す る と,除 雪 され な くな り除雪延
長 キ ロ(TSR)が 減少す ると想定で きる。
しか しなが ら,除 雪延長 キ ロのデ ータの うち市町村道 の除雪延長 キ ロデー タは平成2年 以降
しかないために,そ れ 以前 の市 町村道 の除雪 延長 キ ロ(SSR)を 次の ような手順 にて推定 した。




(1)の 推定除雪率 よ り市町村道 除雪 延長 キ ロを除雪 率の定 義で求め る。
市町村除雪延長 キ ロ=市 町村道実延長*市 町村道除雪率
除排雪費は各年 の積雪状態を反映 して いる。 シ ミュレーシ ョンのためには通常の状態,す なわ
ち平年積雪 の場合 の除排雪費が必要 である。 国道除排雪費,道 道,市 町村道除排 雪費は,国 道 除
雪延長 キ ロ(KSR),道 道,市 町村道 除排雪延 長キ ロ(HSR)と 積雪量 で決定 され るとして,積
雪量 は大雪年,少 雪年 をダ ミー変数(DM)で 処理を した。
1n(KES)=2.148十 〇,003453*KSR-0.0007*DMR2=0.91D.W=1.503(2)
(7.56)(7,20)(一 〇.06)
ln(HES)ニ ー5.548十 〇.001951*HSR十 〇.1375*DMR2=0.912D.W=2.796(3)
(一2.84)(5.66)(3.68)
幹 線である国道 の除排雪費 は積雪状 況 とは関係な く支 出され ているのに対 し,道 道,市 町村道
に対す る除排雪費は積雪 に対 して反応 的で ある。(2),(3)が 除排雪費 と除雪延長 キ ロとの関係を





除雪率(RS)は 除雪総延長(TSR)を 道路実延長(85,545km)で 除 して算出される。
RS=TSR/85,545(4)




た り通行不能 となった りし,交 通量が減少するようにな:ると考えられる。 しか しながら,除 雪の
程度によってどの程度の交通量の減少あるいは交通制約が生 じるかについてのデータはな く,ま
た,そ のような算定式は明らかにされていない。 よって,こ こでは,除 雪率と積雪期交通量減少




曲線の上限値,つ ま り除雪率100%の 交通量減少率は0.9と した。これは,道 内鉱工業生産指数を
みると,積 雪期(1月 一3月)の 指数は非積雪期に比べ約10%低 下 していることによってお り,
生産の低下 と交通量の減少が同程度であると仮定 している。下限は,除 雪率0%の ときは0.1と









積雪期貨物走行キロ(SBRK)は,積 雪期貨物交通量に除雪延長キ ロを乗 じて求まる。積雪期旅
客走行台キロも同様である。
SBRK=SBT*TSR
貨物交通量 と旅客交通量に分離 した意味は,生 産への影響が異なると仮定 しているためであ
る。生産への影響は旅客 よりは貨物の方が当然 ウエイ トが大きいと考えられるが,生 産に対する
ウエイ トの設定についてのデータは無い。ここでは,旅 客は貨物の0.3であるとした。 これは,
旅行の機会費用は,仕 事の場合の20%と い う経験則を加味 したものであるが,こ の ウエイ トは
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当然,変 更可能である。換算年間走行台キロは,非 積雪期,積 雪期のそれぞれの走行台キロをウ
エイ トを付け して換算走行キロ(TTRK)と して合計する。
f)「 走行台キロ」 と道内総生産の関係
経済的にみると,交 通量は,生 産に用いる資源,中 間生産物あるいは生産物を運搬することで
生じてお り,投 入,産 出双方の派生需要であると考えることができる。 よって,企 業等の経済活
動によって交通量は生 じることを基本とする。
ここで,産 出をY,投 入をX,交 通量をTと すると,派 生需要関数gに よって,T=g(Y,X)
と表される。企業行動としては,投 入 も産出の派生需要であるので,XもYの 関数とな り,結
局,T=h(Y)と なる。 この関数は,Y=h(T)一1と 表すことができるとして,逆 関数iと してY
=i(T)と することができる。これは,交 通量 と総生産(所 得)と の関係を表す式である。以上




計測に際 して,変 数の属性は当然 フローでなけれぽならない。定義によ り,道 内総生産の
データは1年 間の生産フローである。一方において,デ ータとしての交通量は輸送を表すフロ
ーの概念である。 しか しながら,統 計上,交 通量は時間当た りの通過台数として作成されている
ために,む しろ,車 が1年 間にどれだけ走行 したかの数字の方がフローの変数としては的確で
あると考えられる。よって,交 通量を表す変数 としては走行台キロを用いる。







公共支出としての除排雪費は,除 雪請負業者には収入とな り,投 資,賃 金,消 費に支 出され
る,賃 金 としての家計収入は家計消費に使われ,消 費財を販売する小売 り業者,生 産者に波及す
る。 このような波及効果は有効需要を増加させることによって生産を増加させ,ケ インズの乗数
効果 と呼ばれる。除排雪費の削減はこの乗数効果を削減す ることになる。建設事業を中心 とした
公共事業の乗数効果に比べ,除 排雪事業の効果は小さいと考えられるが,こ こでは同じ公共事業
として取 り扱 う。乗数効果は,ケ インズ型消費関数を計測し,限 界消費性向を求め,限 界貯蓄性






限 界 消 費 性 向 は0.7241が 得 られ,乗 数 は3.625で あ る。 つ ま り,除 排 雪 費 の 約3.6倍 の 経 済 効 果
が 生 じ て い る。
5.シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
4で 推 定 した各パ ラメータを用 いて,平 成6年 度の除排雪費(実 質)を 削減 した場合 の影響を
フ ロー順 に算定 を し,最 終的 に外部(不)経 済効果 を算 出 した。
表2に,諸 ケ ース につ いての シ ミュレー シ ョン結果 を示 した。10%削 減 を例 に と り,上 記の
各波及段階に応 じた数値 につ いて説 明 しよ う。
平成6年 度 の実質 除雪費 は約380億 円,そ の10%,38億 円が削減 され る として,そ れ を国道
5.7億 円,道 道 ・市町村 道32.3億 円に配分 し削減す る とす る。 除雪延 長キ ロは 国道5903km,道
道 市町村道57261kmに 減少す る。 除雪率 は74.7%に 低下 し,交 通量 は非積雪期に比べ74.7%低
下 す る。積雪期 の貨物交通量 は29.1千 台,旅 客交通量は65.4千 台 となる。走 行台キ ロは,除 雪 総
延長 を掛 け て,1,838,324千 台キR,4,128,122千 台 キ ロにそれ ぞれな る。旅 客の ウエイ トを0.3
表2シ ミ ュ レー シ ョ ン結 果
除雪費10%削 減 除雪費20%削 減 除雪費50%削 減
削 減 額(億 円)38.176.1190.4
国 道 除 雪 減 少 額(億 円)5.711.428.6
道 道 ・市 町 村 道 除雪 費 減 少 額(億 円)32.464.7161.8
削 減 後 国道 除 雪 費(億 円)65.860.142.9
削 減 後 道 道 ・市 町村 道 除 雪 費(億 円)276.8244.5147.4
削 減 後 国道 除 雪 延 長(億 円)5,903.05,640.04,667.8
削 減 後 道 道 ・市 町村 道 除 雪 延 長(㎞)57,261.456,624.354,031.0
削 減 後 除 雪 道 路 延 長(km)63,164,362,264.258,698,7
肖9滅後 除 雪 率(%)0.750.740.69
削 減 後 対 非 積 雪 交 通 量 比 率(%)0.740.730.69
削 減 後 積 雪 期 貨 物 交 通 量(千 台)29.128.727.2
削 減 後 積 雪 期 旅 客 交 通 量(千 台)65.464.561,1
削 減 後 積 雪 期 貨 物 走 行 台 キ ロ(千 台 キ ロ)1,838,324.91,789,143.61,596,338.8
削 減 後 積 雪 期 旅 客 走 行 台 キ ロ(千 台 キ ロ)4,128,122.44,017,682。63,584,722.2
削 減 後 積 雪 期 換 算 走 行 台 キ ロ(千 台 キ ロ)3,076,761.12,994,448.42,671,755.5
非 積 雪 期 換 算 走 行 台 キ ロ(千 台 キ ロ)16,794,625.616,794,625.616,794,625.6
年 間 走 行 台 キ ロ(千 台 キ ロ)19,871,386.719,789,074.019,466,381.1






19,871,683千 台キ ロとな る。 この とき,道 内総生産額は174,973億 円 とな り,平 成6年 度の
175,369億 円に比べ396億 円の減少 となる。
一方,除 排雪費削減の乗数効果による総生産の減少額は約138億 円である。経済的な損失で評
価すると合計534億 円とな り,こ の額が除排雪費の経済効果であって,道 内総生産額の約0。3%に
相当する。
表では,20%,50%削 減の場合のシミュレーションを掲げている。は じめにで述べたように,
積雪の外部効果は除雪なか りせぽの状況を想定することより算定できるとした。 しか しながらモ
デルは可能であるが実際には推定はできなかった。その要因は,除 排雪費と除雪延長キロとの関
係にある。関係式の推定に用いたデータは1975年 以降であ り,採 用 した推定式からは除排雪費
がゼロであるとい う想定では除雪延長キロがマイナスとなって しまい算出ができなかった。逆に
除排雪費=ゼ ロの時,除 雪延長キ ロ=ゼ ロを仮定する回帰式の推定は上手 くいかなかった。この
ことは除雪な しとい う仮定が現データからは想定できないことを示 している。また,削 減率を大
きくするほど推定の誤差が大 きくなることを表 しているとも考えられる。 よって,50%削 減を
不十分ながらのなからせぽの暫定的な算定値とせざるを得ない。積雪の外部(不)経 済は少なく
とも2,680億 円以上生 じているのである。
6.:お わ り に
雪による被害はかってに比べれば少なくなってきてお り,冬 期間の積雪地域への旅行等 も容易
になってきている。それは,除 排雪が整い,交 通インフラの機能が非積雪期には及ばないものの
整備されてきたことが大きく,除 排雪に対 し多大な支出がなされているからである。本論では,
このような認識により,積 雪が生 じさせる外部(不)経 済性をマネータームによって計測するこ
とを除排雪費 よりアプローチすることで試みた。除排雪費の削減が除雪率の低下,積 雪期交通量
の減少,生 産 ・消費活動を低下させるという波及経路を経て,地 域の生産 ・所得を減少させる。
この最終的な総生産額の減少額を推計することによって,積 雪の外部(不)経 済性の経済的な評
価 とした。その算定結果は,平 成6年 度,北 海道において,少 な くとも2,680億 円であった。こ
の評価額は除排雪費の経済波及効果でもある。
外部性の計測に関 しては一般に決定打はない。仮定に依存するか らである。本論で用いたアプ
ローチも試論の域を出ない。 しかも,計 測方法を含め残された課題は多い。既に,モ デル及び計
測式のところで述べた ように,シ ミュレーシ ョンは幾つかの仮定の上に成 り立っている。特に,
除雪率 と交通量の関係を表す関係式の設定である。この関係は除雪技術,交 通工学上の問題であ




けではな く,地 域産業連関,マ クロ地域モデルによる可能性 も考慮 し,外 部(不)経 済効果の算
定について検討を行いたい。
註
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2)外 部経済性の定義からすれぽ,こ こでの外部性の使い方は正確ではない。雪 自体が経済主体ではないか
らである。本論では,積 雪が及ぼす経済波及効果を外部性 と呼んでいる。
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